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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第14期
第２四半期
累計期間

第15期
第２四半期
累計期間

第14期

会計期間
自平成24年10月１日
至平成25年３月31日

自平成25年10月１日
至平成26年３月31日

自平成24年10月１日
至平成25年９月30日

売上高（千円） 2,803,109 3,169,960 5,703,547

経常利益（千円） 57,718 483,419 407,473

四半期（当期）純利益（千円） 17,925 281,055 239,478

持分法を適用した場合の投資利益（千円） － － －

資本金（千円） 478,975 478,975 478,975

発行済株式総数（株） 1,921,946 3,843,892 1,921,946

純資産額（千円） 3,325,499 3,722,328 3,547,021

総資産額（千円） 4,442,739 5,059,267 4,648,903

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 4.66 73.12 62.30

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
－ － －

１株当たり配当額（円） － － 55.0

自己資本比率（％） 74.9 73.6 76.3

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△158,890 453,146 △162,224

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△950,176 △1,335 △1,432,837

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△105,352 △105,176 △105,429

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高

（千円）
1,971,304 1,831,866 1,485,231

　

回次
第14期
第２四半期
会計期間

第15期
第２四半期
会計期間

会計期間

自平成25年
１月１日
至平成25年
３月31日

自平成26年
１月１日
至平成26年
３月31日

１株当たり四半期純利益金額（円） 3.79 50.98

(注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　 ２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

    ３．第１四半期会計期間において株式分割を行いましたが、前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定

し、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

    ４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　

２【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

（1）業績の状況

　当第２四半期累計期間におけるわが国の経済は、財政・金融政策への期待感により、公共投資の増加、円高是正

による輸出環境の改善、株価の上昇等により、景気回復への兆しがみられたものの、平成26年４月に実施された消

費税等増税による需要減退懸念等、依然として先行き不透明な状況が継続しています。

　医薬品業界におきましても、主力製品の特許切れ、世界的な新薬承認審査の厳格化等により厳しい環境にありま

す。また、国内市場におきましても、後発薬品使用促進等の医療費抑制策の推進で製薬各社の取り巻く事業環境は

厳しい状況が続いています。

　一方、医療機関は、診療報酬の改定等による医療費抑制策の推進で厳しい環境が続いており、診療報酬外収入の

臨床試験を受託・実施する医療機関が増加しています。

　このような状況の中、当社が属するＳＭＯ（治験施設支援機関）業界は、従来より製薬会社からの臨床試験にお

ける効率化ニーズに加え、新薬の開発領域における難治性疾患へのシフトから、より高品質で、きめ細やかなサー

ビスが求められています。

　こうした環境のもと、当社は、優良な医療機関との提携拡大及び治験体制の整備、プロジェクト管理体制の強

化、提案型営業の全面展開等の営業体制強化により業績の拡大と、業務効率改善に努めてまいりました。

　以上のような取組みの結果、当第２四半期累計期間の売上高は、ＳＭＯ売上が3,027百万円、その他売上が142百

万円となり、合計で3,169百万円（前年同四半期比13.1％増）、営業利益は478百万円（同740.0％増）、経常利益

は483百万円（同737.5％増）、四半期純利益は281百万円（前年同四半期は17百万円、263百万円の増益）となりま

した。

　

（2）財政状態の分析

　当第２四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末より410百万円増加し、5,059百万円となりました。この主

な要因は、現金及び預金の増加346百万円、売掛金の増加54百万円等により流動資産が445百万円増加し、固定資

産が35百万円減少したことによるものであります。

　当第２四半期会計期間末の負債は、前事業年度末より235百万円増加し、1,336百万円となりました。この主な

要因は、未払法人税等の増加147百万円、賞与引当金の増加30百万円、預り金の増加40百万円等により、流動負

債が231百万円増加したことによるものであります。

　当第２四半期会計期間末の純資産は、前事業年度末より175百万円増加し、3,722百万円となりました。自己資

本比率につきましては、前事業年度末の76.3％から当第２四半期会計期間末73.6％となりました。
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（3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期会計期間末の現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の残高は、1,831百万円（前年同

四半期は1,971百万円）となっており、前事業年度末と比較して346百万円増加（前年同四半期は1,214百万円減

少）しております。当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおり

であります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期累計期間において、営業活動の結果得られた資金は453百万円（前年同四半期は158百万円の使

用）となりました。これは主に、税引前四半期純利益483百万円、減価償却費31百万円、賞与引当金の増加30百

万円、預り金の増加40百万円等の収入があった一方で、売上債権の増加54百万円、法人税等の支払額80百万円等

の支出があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期累計期間において、投資活動の結果使用した資金は１百万円（前年同四半期は、950百万円の使

用）となりました。これは主に、無形固定資産の取得による支出１百万円等の支出があったことによるものであ

ります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期累計期間において、財務活動の結果使用した資金は105百万円（前年同四半期は105百万円の使

用）となりました。これは主に、配当金の支払額105百万円等の支出があったことによるものであります。

　

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた課題はありませ

ん。

　

（5）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,000,000

計 16,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年５月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 3,843,892 3,843,892

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

１単元の株式数

は100株であり

ます。

計 3,843,892 3,843,892 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成26年１月１日～

平成26年３月31日
－ 3,843,892 － 478,975 － 599,195

　

EDINET提出書類

株式会社イーピーミント(E25786)

四半期報告書

 5/14



（６）【大株主の状況】

　 平成26年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

イーピーエス株式会社 東京都新宿区津久戸町１-８ 2,045,000 53.20

イーピーミント従業員持株会
東京都文京区大塚２丁目９-３

住友不動産音羽ビル
238,700 6.20

田代　伸郎 東京都江東区 164,000 4.26

株式会社メディカルアソシア 東京都千代田区内幸町１丁目１-７ 80,000 2.08

シェルパ２号投資事業組合 東京都世田谷区深沢１丁目５-10 66,000 1.71

三谷　文彦 東京都江東区 54,000 1.40

楽天証券株式会社 東京都品川区東品川４丁目12番３号 50,200 1.30

ジャフコＶ１-Ｂ号投資事業有限責任組合
東京都千代田区大手町１丁目５番１号

（株式会社ジャフコ内）
46,000 1.19

越川　勝義 東京都北区 41,800 1.08

シェルパ１号投資事業組合 東京都世田谷区深沢１丁目５-10 29,000 0.75

計 － 2,814,700 73.22

　

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成26年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　　300 － －

完全議決権株式（その他）  普通株式　3,842,800 38,428 －

単元未満株式 普通株式　　　　792 － －

発行済株式総数 3,843,892 － －

総株主の議決権 －  38,428 －

　

②【自己株式等】

　 平成26年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社イーピーミント
東京都文京区大塚

二丁目９番３号
300 － 300 0.00

計 － 300 － 300 0.00

(注）上記のほか、株主名簿上は当社名義株式が48株あり当該株式は上記「発行済株式」の「単元未満株式」欄に含めて

おります。

　

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成26年１月１日から平成26

年３月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成25年10月１日から平成26年３月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成25年９月30日)

当第２四半期会計期間
(平成26年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,385,150 1,731,757

売掛金 1,141,399 1,195,747

有価証券 100,081 100,108

仕掛品 1,268 744

関係会社短期貸付金 1,000,000 1,000,000

その他 208,438 253,782

流動資産合計 3,836,338 4,282,140

固定資産

有形固定資産 99,243 88,885

無形固定資産 184,246 158,830

投資その他の資産

投資有価証券 351,414 350,340

その他 180,072 181,451

貸倒引当金 △2,411 △2,381

投資その他の資産合計 529,074 529,410

固定資産合計 812,564 777,126

資産合計 4,648,903 5,059,267

負債の部

流動負債

未払法人税等 89,014 236,296

賞与引当金 198,649 229,098

預り金 366,478 407,039

その他 350,843 364,035

流動負債合計 1,004,985 1,236,469

固定負債

役員退職慰労引当金 54,280 57,551

資産除去債務 42,615 42,917

固定負債合計 96,896 100,469

負債合計 1,101,881 1,336,938

純資産の部

株主資本

資本金 478,975 478,975

資本剰余金 599,195 599,195

利益剰余金 2,469,231 2,644,588

自己株式 △380 △430

株主資本合計 3,547,021 3,722,328

純資産合計 3,547,021 3,722,328

負債純資産合計 4,648,903 5,059,267
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（２）【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成24年10月１日
　至　平成25年３月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成25年10月１日
　至　平成26年３月31日)

売上高 2,803,109 3,169,960

売上原価 2,216,826 2,143,951

売上総利益 586,283 1,026,009

販売費及び一般管理費
※ 529,279 ※ 547,200

営業利益 57,003 478,808

営業外収益

受取利息 715 4,599

その他 － 12

営業外収益合計 715 4,611

経常利益 57,718 483,419

税引前四半期純利益 57,718 483,419

法人税、住民税及び事業税 13,582 225,303

法人税等調整額 26,210 △22,938

法人税等合計 39,793 202,364

四半期純利益 17,925 281,055
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成24年10月１日
　至　平成25年３月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成25年10月１日
　至　平成26年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 57,718 483,419

減価償却費 35,313 31,686

のれん償却額 11,188 11,188

賞与引当金の増減額（△は減少） △96,752 30,449

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 4,285 3,270

受取利息 △715 △4,599

売上債権の増減額（△は増加） 60,985 △54,348

前受金の増減額（△は減少） △77,925 △14,059

預り金の増減額（△は減少） △5,623 40,560

その他 △76,825 1,336

小計 △88,351 528,905

利息の受取額 326 4,264

法人税等の支払額 △70,865 △80,023

営業活動によるキャッシュ・フロー △158,890 453,146

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △32,554 △224

無形固定資産の取得による支出 △83,829 △1,201

投資有価証券の取得による支出 △308,508 －

貸付けによる支出 △500,000 －

敷金及び保証金の差入による支出 △26,427 △517

その他 1,143 606

投資活動によるキャッシュ・フロー △950,176 △1,335

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △302 △49

配当金の支払額 △105,049 △105,126

財務活動によるキャッシュ・フロー △105,352 △105,176

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,214,418 346,634

現金及び現金同等物の期首残高 3,185,723 1,485,231

現金及び現金同等物の四半期末残高
※ 1,971,304 ※ 1,831,866
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【注記事項】

（追加情報）

法人税率の変更等による影響

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月１

日以降に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないこととなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰

延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、平成26年10月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異

について、従来の38.0％から35.6％に変更されております。

　なお、この税率変更による影響は軽微であります。

　

（四半期損益計算書関係）

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　
前第２四半期累計期間
（自　平成24年10月１日
至　平成25年３月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成25年10月１日
至　平成26年３月31日）

給与・賞与 207,089千円 226,654千円

賞与引当金繰入額 21,799 32,683

役員退職慰労引当金繰入額 4,285 3,270

　

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
前第２四半期累計期間
（自　平成24年10月１日
至　平成25年３月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成25年10月１日
至　平成26年３月31日）

現金及び預金勘定 1,871,254千円 1,731,757千円

有価証券 100,049 100,108

現金及び現金同等物 1,971,304 1,831,866

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自平成24年10月１日　至平成25年３月31日）

１．配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成24年11月20日

取締役会
普通株式 105,705 利益剰余金 55 平成24年９月30日 平成24年12月５日

　

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自平成25年10月１日　至平成26年３月31日）

１．配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成25年11月20日

取締役会
普通株式 105,698 利益剰余金 55 平成25年９月30日 平成25年12月５日

　

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自平成24年10月１日　至平成25年３月31日）

　当社は、報告セグメントがＳＭＯ事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自平成25年10月１日　至平成26年３月31日）

　当社は、報告セグメントがＳＭＯ事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期累計期間
（自　平成24年10月１日
至　平成25年３月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成25年10月１日
至　平成26年３月31日）

　　１株当たり四半期純利益金額 4円66銭 73円12銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益金額（千円） 17,925 281,055

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 17,925 281,055

普通株式の期中平均株式数（株） 3,843,656 3,843,557

（注）１．当社は、平成25年７月17日開催の取締役会決議に基づき、平成25年10月１日を効力発生日として、１株につき

２株の割合をもって株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該株式分割が行われたものと仮定し

て、１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

　　　２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　　該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社イーピーミント(E25786)

四半期報告書

13/14



 独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成26年５月８日　

株式会社イーピーミント

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 津田　良洋　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木　健夫　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社イー

ピーミントの平成25年10月１日から平成26年９月30日までの第15期事業年度の第２四半期会計期間（平成26年１月１日か

ら平成26年３月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成25年10月１日から平成26年３月31日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任　

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論　

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社イーピーミントの平成26年３月31日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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